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- 1 - 

Ⅰ．連結注記表 

［連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等］ 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数………76 社 

連結子会社名 

（国内販売会社） 

東京日野自動車㈱、大阪日野自動車㈱   ほか 計 27 社 

（国内仕入先） 

㈱ソーシン、㈱武部鉄工所    ほか 計 18 社 

（海外会社） 

日野モータース マニュファクチャリング タイランド㈱ ほか 計 30 社 

（その他）            計 1 社 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社の数………14 社 

（国内販売会社） 

南九州日野自動車㈱     ほか 計 4 社 

（国内仕入先） 

ジェイ・バス㈱、澤藤電機㈱    ほか 計 8 社 

（海外会社） 

広汽日野自動車㈲     ほか 計 2 社 

 

持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社の名称 

高知県交通㈱、鈴江茨城㈱、木下工業㈱ 

持分法非適用の関連会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、 

かつ全体としても連結計算書類に重要な影響を与えていないため、持分法の適用から除外して 

おります。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち連結決算日が異なる会社 

（決算日）12 月 31 日    上海日野エンジン㈲ 

㈱タケベ（タイランド） 

日野モータース マニュファクチャリング コロンビア㈱ 

日野自動車（中国）㈲ 

日野モータース セールス ロシア㈲ 

日野モータース マニュファクチャリング メキシコ㈱ 

日野パーソネル サービス メキシコ㈱ 

セルビコム㈲ 

日野ファイナンスインドネシア㈱ 

日野モータース フィリピン㈱ 

モーターモール NCR㈱ 

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
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４．会計方針に関する事項 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の債券 ………………………………償却原価法（定額法） 

 

② その他有価証券 

 ・時価のあるもの …………………………………期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しており

ます。） 

 ・時価のないもの …………………………………移動平均法による原価法 

 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバティブ…………………………………………時価法 

 

（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 ・連結計算書類作成会社 …………………………個別原価法及び移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定しております。） 

・国内連結子会社 …………………………………主として移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定しております。） 

 ・海外連結子会社 …………………………………主として移動平均法による低価法 

 

（４）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 ・建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具器具備品 

………………………主として定率法（型・治具は定額法） 

なお、平成 10 年４月１日以降取得の建物（建

物附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１日

以降取得の建物附属設備及び構築物について

は、定額法によります。 

 ・貸与資産 …………………………………………契約期間に基づく定額法 

② 無形固定資産（リース資産を除く） ……………定額法 

なお、ソフトウェアについては、利用可能期間

に基づく定額法によります。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

……………………リース期間を耐用年数として、残存価額を零

とする定額法によります。 
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（５）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

 

② 賞与引当金 

連結子会社（ただし一部は除く）は従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結

会計年度負担分を計上しております。 

 

③ 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、役員賞与支給見込額のうち当連結会計年度負担分を計上しており

ます。 

 

④ 製品保証引当金 

保証書の約款に従い販売した製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、過去

の実績を基礎にして計上しております。 

 

⑤ 役員退職慰労引当金 

国内連結子会社 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。 

 

（６）ヘッジ会計については、原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約及

び通貨スワップ取引は振当処理の要件を満たしている場合は振当処理によっております。 

 

（７）消費税等の会計処理方法は税抜方式によっております。 

 

（８）当社及び一部の国内連結子会社は連結納税制度を適用しております。 

 

（９）退職給付に係る負債の計上については、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。過

去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10～16 年）による

定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（１～18 年）による定額法により、翌連結会計年度より費用処理する

こととしております。未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を

調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し

ております。 

 

５．のれんの償却に関する事項 

のれんは原則として発生年度より実質的判断による年数の見積りが可能なものはその見積り年数で、

その他については５年間で均等償却しております。 
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[会計方針の変更に関する注記] 

（平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度に適用し、平成 28 年４月１日以後に

取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ 540 百万円

増加しております。 

 

[追加情報] 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３月 28

日）を当連結会計年度から適用しております。 

 

[連結貸借対照表に関する注記] 

１．担保資産及び担保付債務 

（１）工場財団抵当に供しているもの 

建物 1,348 百万円 

機械装置 1,017  

土地 133  

その他有形固定資産 202  

  計 2,702  

 

上記資産は下記債務の担保に供しております。 

短期借入金 150 百万円 

長期借入金 254  

  計 404  

 

（２）工場財団抵当以外に供しているもの 

受取手形 609 百万円 

建物 1,893  

土地 2,493  

投資有価証券 3,029  

その他 106  

  計 8,133  

 

上記資産は下記債務の担保に供しております。 

買掛金 4,248 百万円 

短期借入金 1,476  

長期借入金 229  

  計 5,955  
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２．有形固定資産の減価償却累計額 

 785,767 百万円 

 

３．保証債務 

銀行借入金他に対し、債務保証を行っております。 

オートローン 59 百万円 

従業員の住宅資金借入金 1,268  

  計 1,327  

 

４．債権流動化に伴う遡及義務額 

 440 百万円 

 

５．土地の再評価 

一部の国内連結子会社は、「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）及び

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行っております。この評価差額のうち、当該評価差額に係る繰延税金相当

額を「土地再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 

・再評価の方法 

一部の会社は「土地の再評価に関する法律施行令」（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）

第２条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法及び第５号

に定める不動産鑑定士の鑑定評価によって算出しております。また、一部の会社は同第４

号に定める地価税法第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に、時点修正による補

正等合理的調整を行って算定しております。 

 

・再評価を行った年月日 ………………………平成 14 年３月 31 日 

・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

            ………………………3,787 百万円 

 

[連結株主資本等変動計算書に関する注記] 

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式   574,580,850 株 

 

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

平成 28 年６月 24 日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

① 配当金の総額 10,323 百万円 

② 配当の原資 利益剰余金 

③ １株当たり配当額 18 円 

④ 基準日 平成 28 年３月 31 日 

⑤ 効力発生日 平成 28 年６月 27 日 
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平成 28 年 10 月 27 日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。 

① 配当金の総額 6,309 百万円 

② 配当の原資 利益剰余金 

③ １株当たり配当額 11 円 

④ 基準日 平成 28 年９月 30 日 

⑤ 効力発生日 平成 28 年 11 月 28 日 

 

３．当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

平成 29 年６月 27 日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。 

① 配当金の総額 8,607 百万円 

② 配当の原資 利益剰余金 

③ １株当たり配当額 15 円 

④ 基準日 平成 29 年３月 31 日 

⑤ 効力発生日 平成 29 年６月 28 日 

 

４．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる

株式の種類及び数 

普通株式   327,000 株 

 

[金融商品に関する注記] 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減

を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時

価の把握を行っております。 

親会社及び金融機関等からの借入及びコマーシャルペーパーの発行により調達した資金の使途は、

運転資金及び設備投資資金であります。 

また、為替変動リスクを軽減するために、一部の売掛金、買掛金、短期借入金、一年内返済予定の

長期借入金及び長期借入金については為替予約取引、通貨スワップ取引及び通貨オプション取引を実

施しております。なお、デリバティブ取引は内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしており

ます。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 29 年３月 31 日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。 

   （単位：百万円） 

 連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（１）現金及び預金 32,145 32,145 ― 

（２）受取手形及び売掛金 315,221 315,221 ― 

（３）投資有価証券 90,073 93,046 2,972 

（４）支払手形及び買掛金 265,306 265,306 ― 

（５）短期借入金 85,468 85,468 ― 

（６）コマーシャルペーパー 59,000 59,000 ― 

（７）一年内返済予定の長期借入金 11,204 11,204 ― 

（８）未払金 24,718 24,718 ― 

（９）未払法人税等 6,725 6,725 ― 

（１０）長期借入金 18,063 18,798 735 

（１１）デリバティブ取引    

 ① ヘッジ会計が適用されて 

   いるもの 

22 22 ― 

 ② ヘッジ会計が適用されて 

   いないもの 

10 10 ― 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項  

 

(１) 現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

 

(２) 受取手形及び売掛金  

これらのほとんどが短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。なお、外貨建の売掛金の一部については、為替予約取引による振当処理に

より固定された金額によって評価しております。 

 

(３) 投資有価証券 

これらの時価のうち株式については、取引所の価格によっております。債券については、一定の

期間ごとに区分した債券の元利金の合計額を想定される利率で割引いて現在価値を算定しておりま

す。 

 

(４) 支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 
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(５) 短期借入金、並びに (６)コマーシャルペーパー 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

 

(７) 一年内返済予定の長期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。なお、外貨建の一年内返済予定の長期借入金の一部については、通貨スワップ取引によ

る振当処理により固定された金額によって評価しております。 

 

(８) 未払金、並びに (９) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

 

(１０) 長期借入金 

変動金利によるものは短期間で市場金利を反映し、また、当社グループの信用状態は実行後大きく

異なっていないことから、時価は帳簿価額とほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によって

おります。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を

同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、外貨建の長

期借入金の一部については、通貨スワップ取引による振当処理により固定された金額によって評価

しております。 

 

(１１) デリバティブ取引 

為替予約取引及び通貨スワップ取引の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金、

一年内返済予定の長期借入金及び長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該

科目に含めて記載しております（上記(２)、(７)、(１０)参照）。なお、予定取引に対する為替予約

取引及び通貨スワップ取引は、期末時点での取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定

しております。 

ヘッジ会計の要件を満たさない為替予約取引及び通貨オプション取引については、期末時点での

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき、時価評価を行っております。 

 

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額 22,281 百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(３)投資有価証券」には含めておりません。 

 

[１株当たり情報に関する注記] 

１．１株当たり純資産額 ……………811 円 07 銭 

２．１株当たり当期純利益金額……… 86 円 15 銭 

 

[重要な後発事象に関する注記] 

 該当事項はありません。 
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Ⅱ．個別注記表 

[重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式……………………移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

・時価のあるもの …………………………………期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。） 

・時価のないもの …………………………………移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバティブ …………………………………………時価法 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法      

① 製品、商品…………………………………………個別原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定しております。） 

② 原材料、仕掛品、貯蔵品…………………………移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定しております。） 

       

４. 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

・建物、構築物、機械装置、車両運搬具、工具器具備品 

…………………………………定率法（型・治具は定額法） 

なお、平成 10 年４月１日以降取得の建物（建物

附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１日以降

取得の建物附属設備及び構築物については、定

額法によります。 

 

② 無形固定資産………………………………………定額法 

なお、ソフトウェアについては、利用可能期

間に基づく定額法によります。 

 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

………………………………リース期間を耐用年数として、残存価額を零と

する定額法によります。 
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５．引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

 

② 投資損失引当金 

関係会社への投資に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、必要見込額を

計上しております。 

 

③ 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。 

 

④ 製品保証引当金 

保証書の約款に従い販売した製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、過去

の実績を基礎にして計上しております。 

 

⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

１）退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。 

２）数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(18 年) に

よる定額法により翌事業年度より費用処理することとしております。 

 

６．ヘッジ会計については、原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について

は、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。 

 

７．退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、

連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 

８．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております｡  

 

９．連結納税制度を適用しております。 
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[会計方針の変更に関する注記] 

（平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日）を当事業年度に適用し、平成 28 年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ 477 百万円増加してお

ります。 

 

[追加情報] 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３月 28

日）を当事業年度から適用しております。 

 

 [貸借対照表に関する注記] 

１．有形固定資産の減価償却累計額…………………………………544,224 百万円 

 

２．保証債務 

銀行借入金に対し、債務保証を行っております。 

日野ファイナンスインドネシア㈱の銀行借入金………………  2,523 百万円 

従業員の住宅資金借入金…………………………………………  1,262 百万円 

 

３．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権………………………………………………………231,434 百万円 

長期金銭債権……………………………………………………… 16,725 百万円 

短期金銭債務………………………………………………………106,243 百万円 

長期金銭債務……………………………………………………… 11,714 百万円 

 

[損益計算書に関する注記] 

関係会社との取引高 

営業取引 

売上高……………………………………………………………875,691 百万円 

仕入高……………………………………………………………465,669 百万円 

その他の営業費用……………………………………………… 78,812 百万円 

営業取引以外の取引高…………………………………………… 44,487 百万円 

 

[株主資本等変動計算書に関する注記] 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

普通株式 
株 

1,047,511 

株 

1,205 

株 

274,000 

株 

774,716 

 

[税効果会計に関する注記] 

繰延税金資産の発生の主な原因は、製品保証引当金及び退職給付引当金等であり、評価性引当額を控

除しております。繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金、固定資産圧縮積立金

等であります。
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[関連当事者との取引に関する注記] 

１．親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会社 
トヨタ 

自動車㈱ 

直接 

50.2％ 

間接 

0.1％ 

乗用車の受託生産 

小型トラックの 

ＯＥＭ供給 

当社への役員の 

派遣等 

製品の販売等 350,912 売掛金 17,466 

部品の購入等 253,631 買掛金 23,761 

短期資金の借入(純額) 1,432 短期借入金 13,905 

長期資金の借入 - 一年内返済予定

の長期借入金 

3,364 

  長期借入金 8,245 

取引条件及び取引条件の決定方針等     

① 製品の販売等については、原材料の市場価格及び受託生産台数等を勘案して、毎期価格交渉の上

決定しております。 

② 部品の購入等については、一般的取引条件と同様に市場価格等を十分に勘案し、親会社と協議の上、

合理的な価格としております。 

③ 資金借入時の利率については、市場金利を勘案して一般的取引と同様に決定しております。 

 

２．子会社及び関連会社等 

種類 会社等の名称 
議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

子会社 東京日野自動車㈱ 
間接 

100.0％ 

製品の販売 

役員の兼任等 
製品の販売等 68,247 売掛金 20,491 

子会社 大阪日野自動車㈱ 
間接 

100.0％ 

製品の販売 

役員の兼任等 
製品の販売等 40,691 売掛金 13,739 

子会社 九州日野自動車㈱ 
間接 

100.0％ 

製品の販売 

役員の兼任等 
製品の販売等 31,109 売掛金 9,016 

子会社 横浜日野自動車㈱ 
間接 

100.0％ 

製品の販売 

役員の兼任等 
製品の販売等 29,498 売掛金 9,544 

子会社 北海道日野自動車㈱ 
直接 

100.0％ 

製品の販売 

役員の兼任等 
製品の販売等 26,052 売掛金 9,424 

子会社 千葉日野自動車㈱ 
間接 

100.0％ 

製品の販売 

役員の兼任等 
製品の販売等 25,106 売掛金 7,960 

子会社 
日野セールス 

サポート㈱ 

直接 

80.0％ 
役員の兼任等 

短期資金の貸付 

(純額) 
7,508 短期貸付金 47,900 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 製品の販売等については、市場における競争力・コスト等を勘案して決定しております。 

② 資金貸付時の利率については、市場金利を勘案して一般的取引と同様に決定しております。 
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[１株当たり情報に関する注記] 

１．１株当たり純資産額……………… 631 円 64 銭 

２．１株当たり当期純利益金額………  44 円 75 銭 

 

[重要な後発事象に関する注記] 

該当事項はありません。 

 

[連結配当規制適用会社に関する注記] 

当社は連結配当規制の適用会社です。 




